
 
 
 
 

 

 
大軍拡・大増税 NO！連絡会 政府要請行動 

「生活苦の中での大軍拡は容認できない！」 
 

「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡・大増税 NO！連絡会」は 8 月 27 日、物価高

騰と実質賃金の低下に苦しむ市民生活をよそに、前倒しで進められる「5 年間で 43 兆円」の防衛

費増額や、憲法 9条を揺るがす軍事体制の構築に対し、「平和と暮らしを脅かす大軍拡路線の転換を

求める要請行動」を参議院議員会館で行い、４つの要請項目について強く求めました(※別添)。 

日本共産党の山添拓参議院議員を含め 16 人が参加し、政府からは内閣官房、防衛省、外務省の

担当官が回答に立ちました。 

■ 国民生活を脅かす「43兆円」の防衛費増額と「GOCO方式」への強い懸念 

「安保破棄中央実行委員会」の東森さんは要請の趣旨説明で、2022 年に閣議決定された「安保関

連３文書」について、「専守防衛を逸脱する大きな転換になったと考えている。先制攻撃も可能とな

る軍事体制の構築が、この間進められてきた。さらに、５年間で総額 43兆円という防衛費が決めら

れ、それが２年前倒しされて 2025年度には GDP比２％規模になる。年内にも改定されると言われる

三文書は、この大軍拡のピッチをさらに上げるものと言わざるを得ません」とし、7月に閣議決定さ

れた「骨太方針 2026」に明記された「５年以内に防衛力の変革を実現する」という文言や、国が兵

器工場設備を取得して民間企業に生産や管理を委託する「GOCO（ゴーコー）方式」についても、強い

警戒感を示しました。さらに、「この方式を導入すれば、採算が取れなくても国がすべてコストを負

担することになります。抑止が破れた有事の事態が実際に想定され、継戦能力を高めるための様々

な構想が立てられている。しかし、このような軍拡競争が進めば、他国との緊張を一層高め、相互不

信を深めるだけです。国民生活の基盤を弱体化させ、たばこ税や所得税の増税、国債発行の拡大が検

討されている現状は、到底容認できません」と訴えました。 
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■ 政府側は「厳しい安全保障環境」を強調、「金額ありきではない」と防衛省 

趣旨説明に対し内閣官房国家安全保障局の担当者は、「インド太平洋での中国や北朝鮮などのさら

なる軍事力強化、中国とロシア、ロシアと北朝鮮の連携強化という状況が見られます。また、世界各

国はロシアによるウクライナ侵略の教訓に、無人機の大量運用を含む新しい戦い方を実践し、長期

戦への備えを急いでいます。このような安全保障環境の急速な変化に、適切に対応していかなけれ

ばなりません。強い覚悟を持って、我が国の独立と平和、国民の命、平和な暮らしを守り抜くため

に、防衛力の抜本的強化が必要であると考えています」と回答しました。 

防衛費の急激な拡大への批判に対しては、「防衛費の整備については、金額ありきというわけでは

なく、防衛力の中身であります。防衛費の水準も含め、我が国が主体的に判断すべきものですが、現

実的な議論を具体的に積み上げていかなければならないと考えております。安全保障環境を巡る急

速な変化に対応し、何が必要なのかについては、国民の理解が得られるよう、引き続き丁寧な説明に

努めます」と回答しました。 

また、防衛省の担当者は、「政府として優先されるべきは積極的な外交の展開であり、主要な柱

は外交力であると国家安全保障戦略にも掲げています。同時に、外交には裏付けとなる防衛力が必

要です。専守防衛の考え方を堅持した上で、国民の皆様の命と平和な暮らしを守り抜くために必要

なものであり、平和国家としての歩みをいささかも変えるものではありません。また、防衛力の強

化を進めると同時に、財政の持続可能性を実現しつつ、各種施策に必要な予算を確保していきたい

と考えております」とし、政府の姿勢を擁護しました。 

 

■ 購買力は「1.5倍」の体感、子どもの貧困率は「11%超」――参加者から切実な訴え 

これらの「お決まりの答弁」に対し、 「新日本婦人の会」福本さんは、「物価が高騰していて、ス

ーパーでこれまでの 1.5 倍くらいの価格の気持ちで買い物をしています。その一方で、防衛費の負

担のために新たな税金の負担を企業や国民に求めていくことになっている。今後さらに防衛費を増

加させるというなら、医療、介護、子育て、教育、防災、暮らしへの予算はどうなるのですか。これ

以上の国民負担を増やさないと、ここで約束していただけますか？」と問い、「全日本教職員組合」

の芹田さんは、「教育予算はわずかしか上昇しておらず、物価高に追いついていません。教員不足や

子どもの貧困はますます深刻化しています。厚労省のデータを見ても、子どもの貧困率は９人に１

人（11%以上）、ひとり親世帯にいたっては２人に 1 人が貧困状態に置かれている。すでにこれほど

身に置いて国民にしわ寄せが来ている中で、さらに大軍拡を進めるのですか？」と問いました。 

これらの問いに対し、内閣官房国家安全保障局の担当者は、「国民の命を守る」という言葉の意味

を問われ、 「命を守るですから、もちろん（貧困や災害、医療なども）含まれます」 と認めつつも、

具体的な予算措置の約束については、 「社会保障や教育といった国民生活を支えるために必要な予

算といったものも、すべて全体として考えてまいります」 と繰り返すにとどまりました。これに対

し、参加者からは「国民生活へのしわ寄せなしでそれが本当にできるのか」「今のお答えの中にはそ

れが入っていない」と失望の声が上がりました。 

 

■ 「上限なしでつぎ込むのか」――山添議員、財政破綻への懸念と米国からの圧力を追及 

日本共産党の山添拓参議院議員は、政府側が「必要なものを積み上げた結果として防衛費を決め

る」と繰り返すのに対し、「『必要なものを持っていく、積み上げて支出する』という基本的な立場を



維持するなら、それは『上限がない』ということですよね。枠をはめるという枠組みを政府としては

考えない。すでに GDP 比２％程度へと膨らんでいますが、将来的にトランプ政権が要求するような

GDP比３％や 3.5％へと上限なしに膨れ上がっていくことも否定しない、あり得るということではな

いですか」と鋭く追及しました。 

内閣官房国家安全保障局の担当者は、 「上限なしにいくらでもつぎ込むということではありませ

ん。財政の状況を政府としてきちんと考慮した上で総合的な判断をします」 と否定。山添議員はさ

らに、「前回 2022 年は積み上げと言いながら、実際には中身は後から充填され、数字が先にあって

前倒しまでされました。今回も、安全保障環境が変わった、新しい戦い方だと言いながら、この AI

が進展する時代に５年先まで必要な兵器の種類や量をすべて見据えて積み上げることなど到底不可

能なはずです。技術の進歩や他国の動きを理由に予算を増やしていく路線にしかならない。このま

ま防衛費を拡大し続ければ、日本の財政健全性や持続可能性は無理をきたします。そもそも GDP 比

２％という数字の震源地はアメリカです。トランプ政権が世界中に『これくらい負担せよ』と圧力を

かけてきているのに対し、主体的な判断と言いながら、実際はそれに応える形で増やそうとしてい

るのではないですか」と追及しました。金利上昇への不安や円安を招く財政の不信感、さらには終戦

（1945 年）時よりも現在の国債発行残高の GDP 比の方が高いという日本の危機的財政状況を指摘に

対しても、政府担当者は「財政健全性は極めて重要と認識している」と述べるのみで、具体的な防衛

予算の上限を示すことはしませんでした。 

 

■ 非核三原則の「堅持」をめぐり、外務省と防衛省で異なるトーン 

非核三原則をめぐるやり取りの中で、省庁間の思わぬ「温度差」が浮き彫りになりました。外務省

の担当者が、「非核三原則も平和国家としての姿勢の一つ。今後ともこのような姿勢を変える予定は

ありません」と回答で明言したのに対し、山添議員は防衛省に対しても「防衛省も同じか」と確認を

求めました。防衛省の担当者からは、「政府として非核三原則を『政策上の方針として堅持』してお

ります と回答。これに対し山添議員は、「先ほどの外務省の答えと違います。『今後とも堅持してい

く』ということですね？」と指摘しました。 

「外務省と防衛省、内閣官房も含めて考えが違っているようです。高市（早苗）氏や小泉（進次郎）

氏の場面がクローズアップされました。今度の安保３文書見直しによって、非核三原則が変えられ

ようとしているからこそ、余談を持って答えるのは差し控えるなどと言い、前のめりになっている。

防衛省は小泉氏ばりの発言や踏み込みに付き合ってはいけません。これまでの平和国家の歩みを変

えるということは、平和国家でなくなること、すなわち『戦争国家』になることを意味します。言葉

のごまかしで進めるのはやめていただきたい。それで国民を本当に説得できるのですか」と追及し

ました。 

 

予定時間を大幅に超過した約 1 時間の対話は、市民の生活不安に対する明確な救済策や、軍拡の

明確な上限・手順が示されないまま幕を閉じました。「命を守る」という同じ言葉を使いながらも、

軍事力強化に傾斜する政府と、日々の暮らしや福祉・教育の破壊を危惧する市民との間にある、埋め

がたい深い断絶を印象付ける要請行動となりました。 


